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第３部 市区町村調査結果
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Ⅰ．体験活動ボランティア活動支援センター等調査（全回答数 1,275件）

１．支援センターの運営・機能について

（１）市区町村体験活動ボランティア活動支援センター整備数

市区町村が整備する「体験活動ボランティア活動支援センター」は、１，２８８箇所に整備さ

れており、１，３３９市区町村域をカバーしている。

このうち、文部科学省委託事業「地域と学校が連携協力した奉仕活動･体験活動推進事業」に

より整備しているものが１，０９４件、他省庁事業が４件、自主設置が２００件、その他が３１

件であった。

表１ 市区町村体験活動ボランティア活動支援センター整備数

都道府県 市町村数 ｾ ﾝ ﾀ ｰ数 内 訳 対 象
委託事業 自主設置 そ の 他 市町村数他 省 庁 事 業

北海道 ２１２ ４２ ３０ ０ １２ ０ ４２
青森県 ６７ ５３ ５２ ０ １ ０ ５３
岩手県 ５８ ２９ ２４ ０ ４ ２ ３４
宮城県 ６９ ２９ ２１ ０ ３ ５ ２１
秋田県 ６９ ２８ ２４ ０ ４ ０ ２８
山形県 ４４ ２３ １９ ０ ４ ０ ３０
福島県 ９０ ５７ ５７ ０ ０ ０ ５７
茨城県 ８４ １４ ９ ０ ３ ０ １２
栃木県 ４９ １３ １０ ０ ３ １ １９
群馬県 ６９ １８ １４ ０ ３ １ ２３
埼玉県 ９０ ２５ １１ ０ １４ ０ ２５
千葉県 ７９ １７ １４ １ ４ ０ １５
東京都 ６２ １８ １０ ０ ６ ２ １１
神奈川県 ３７ ３ ３ ０ ０ ０ ３
新潟県 １１１ ４４ ４４ ０ ７ ０ ４４
富山県 ３５ ３５ １０ ０ ２３ ２ ３５
石川県 ４１ １７ １５ ０ １ ２ ２４
福井県 ３５ ３５ ３５ ０ ７ ０ ３５
山梨県 ５８ ２５ ２４ ０ １ ０ ２５
長野県 １２０ ４６ ２９ ０ １９ ３ ４２
岐阜県 ９６ ５３ ５３ ０ ９ １ ５６
静岡県 ７３ ２７ ２５ ０ ２ ０ ２８
愛知県 ８８ ４１ ４０ ０ １ ０ ４８
三重県 ６９ ３０ ２６ ０ ４ １ ２５
滋賀県 ５０ １６ １４ ０ ３ ０ １５
京都府 ４４ １８ １８ ０ ０ ０ ２９
大阪府 ４４ ２０ １９ ０ １ ０ ２０
兵庫県 ８８ ５８ ５８ ０ ０ ０ ５８
奈良県 ４７ １３ ３ ０ １０ ０ １３
和歌山県 ５０ １６ １４ ０ ２ ０ １６
鳥取県 ３９ ３６ ３５ ０ ０ １ ３６
島根県 ５９ ２４ ２１ ０ ４ ０ ２６
岡山県 ７８ ４４ ３９ ０ ５ ０ ６５
広島県 ７９ ２７ ２６ ０ １ ０ ３５
山口県 ５３ ３８ ３０ ０ ８ ０ ３６
徳島県 ５０ １７ １７ ０ ０ ０ １７
香川県 ３７ １２ １２ ０ ０ ０ １２
愛媛県 ６９ １６ １４ ０ ２ ０ １９
高知県 ５３ １９ １２ １ ７ １ ２９
福岡県 ９６ １９ １８ ０ １ ０ １９
佐賀県 ４９ １６ １６ ０ ３ ０ １３
長崎県 ７９ ２３ ２１ ０ ２ ０ ２３
熊本県 ９０ ３８ ３１ ０ ９ ０ ３８
大分県 ５８ ７ ７ ０ ０ ０ ７
宮崎県 ４４ １０ １０ ０ ０ ０ １０
鹿児島県 ９６ ５８ ４９ １ ０ ８ ５４
沖縄県 ５２ ２１ １１ １ ７ １ １４

3,209 1,288 1,094 200 1,339合 計 ４ ３１
（ ）41.7％

注１）内訳については、１０件が無回答。

注２）内訳について、複数回答しているセンターがあるため、内訳の合計とセンター数の合計は一

致しない。

注３）整備数については、再調査を行っているため、有効回答件数（ ）を超える数となって1,275
いる。
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（２）コーディネーター人数

コーディネーターの人数が１人の支援センターが約５割で最も多く、次に、２人のセンターが約

（ ）。 、 、２割である 表２－１ コーディネーターの内訳としては 教育委員会職員が約５割で最も多く

中でも社会教育主事の割合が高い（表２－２、表２－３ 。）

表２－１ コーディネーター人数

人 数 センター数 割合( )%
53.4１ ６８１

18.7２ ２３９

6.4３ ８２

4.3４ ５５

3.4５ ４３

2.0６ ２６

1.0７ １３

1.0８ １３

0.5９ ６

1.2１０～ １５

1.0１１～１５ １３

0.2１６～２０ ３

0.6２１～ ８

表２－２ コーディネーターの職種別の支援センター数

センター数 割合( )%
43.1教育委員会職員 ５５０

24.2社会教育主事 ３０９

4.2指導主事 ５３

33.5他 ４２７

4.6首長部局職員 ５９

7.2民間団体等職員 ９２

39.6その他 ５０５
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表２－３ 各コーディネーターの週当たり勤務日数

日数 人 数 割合( )%
教育委員会職員

84.7社会教育主事 ５日以上 ２８２

2.7４日 ９

3.0３日 １０

3.6２日 １２

6.0１日 ２０

計 ３３３ ( )100
63.8指導主事 ５日以上 ３７

6.9４日 ４

10.3３日 ６

8.6２日 ５

10.3１日 ６

計 ５８ ( )100
49.0他 ５日以上 ２１７

10.2４日 ４５

17.8３日 ７９

11.1２日 ４９

12.0１日 ５３

計 ４４３ ( )100
64.3計 ５日以上 ５３６

7.0４日 ５８

11.4３日 ９５

7.9２日 ６６

9.5１日 ７９

計 ８３４ ( )100
56.5首長部局職員 ５日以上 １３

0.0４日 ０

4.3３日 １

21.7２日 ５

17.4１日 ４

計 ２３ ( )100
50.9民間団体等職員 ５日以上 ８５

6.6４日 １１

7.8３日 １３

8.4２日 １４

26.3１日 ４４

計 １６７ ( )100
11.0その他 ５日以上 ６９

5.3４日 ３３

15.9３日 １００

26.5２日 １６６

41.3１日 ２５９

計 ６２７ ( )100
42.6計 ５日以上 ７０３

6.2４日 １０２

12.7３日 ２０９

15.2２日 ２５１

23.4１日 ３８６

計 １，６５１ ( )100
（注）割合は、各分類の合計人数に対する割合。
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（３）曜日別会館センター数及びコーディネーター配置センター数

月曜日は約６割、火・水・木・金曜日は約７割、土曜日は約２割、日曜日は約１割の支援センタ

ーが開設している。また、月・火・水・木・金・土曜日は、開設している支援センターの約９割で

コーディネーターを配置している（表３－１ 。）

表３－１ 曜日別開設センター数及びコーディネーター配置センター数

月 火 水 木 金 土 日

開館センター数 ８０８ ８９３ ９１２ ８９０ ９４６ ３０２ １８３

% 63.4 70.0 71.5 69.8 74.2 23.7 14.4全センター数に対する割合( )

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰを配置しているｾﾝﾀｰ数 ７３９ ８０７ ８２７ ７９８ ８５６ ２６４ １３９

% 91.5 90.4 90.7 89.7 90.5 87.4 76.0開館ｾﾝﾀｰ数に対する割合( )

表３－２ 曜日別、コーディネーター配置人数別開設センター数

6~10 11 ~１人 ２人 ３人 ４人 ５人 人 人

月曜日 ｾﾝﾀｰ数 ４８６ １４４ ３９ ２８ １６ １７ ３

% 60.1 17.8 4.8 3.5 2.0 2.1 0.4割合( )

火曜日 ｾﾝﾀｰ数 ５２６ １５３ ６０ ２５ １５ ２１ ３

% 58.9 17.1 6.7 2.8 1.7 2.4 0.3割合( )

水曜日 ｾﾝﾀｰ数 ５２５ １６５ ６４ ２６ １９ １９ ３

% 57.6 18.1 7.0 2.9 2.1 2.1 0.3割合( )

木曜日 ｾﾝﾀｰ数 ５２１ １５１ ５９ ２４ １６ ２２ ３

% 58.5 17.0 6.6 2.7 1.8 2.5 0.3割合( )

金曜日 ｾﾝﾀｰ数 ５５４ １７２ ５３ ３０ ２０ １９ ３

% 58.6 18.2 5.6 3.2 2.1 2.0 0.3割合( )

土曜日 ｾﾝﾀｰ数 １６７ ３７ １６ ３ ４ ７ ３

% 55.3 12.3 5.3 1.0 1.3 2.3 1.0割合( )

日曜日 ｾﾝﾀｰ数 ７３ ２１ ５ ２ １ ３ ２

% 39.9 11.5 2.7 1.1 0.5 1.6 1.1割合( )

（注）割合は、開設センター数（月曜日：８０８、火曜日：８９３、水曜日：９１２、木曜日：

８９０、金曜日：９４６、土曜日：３０２、日曜日：１８３）に対する割合

（４）コーディネーター採用方法

コーディネーターの採用方法として、公募していないセンターが約８割である。教育委員会職員

が担当していることが主な理由だが、それ以外では、教育委員会で適任者を選考し依頼しているケ

ースがほとんどであった。

表４ コーディネーター採用方法

センター数 割合( )%
11.8公募 １５０

81.9公募しない １，０４４
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（５）活動の場や機会についての情報提供の方法

活動の場や機会についての情報提供の方法として、広報誌を発行している支援センターが約６

、 、 （ ）、 （ ）、割で最も多く 続いて リーフレット・パンフレット 約４割 関係機関を直接訪問 約３割

他の機関紙への掲載（約３割）の順になっている。

表５ 活動の場や機会についての情報提供の方法

方 法 センター数 割合( )%
63.1ア．広報誌発行 ８０５

28.2イ．ホームページ ３６０

13.8ウ．電子メール １７６

44.1エ．ﾘｰﾌﾚｯﾄ･ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ ５６２

11.4オ．ポスター １４５

30.1カ．他の機関紙への掲載 ３８４

4.2キ．テレビ・ラジオ ５３

32.1ク．関係機関等を直接訪問 ４０９

16.7ケ．その他 ２１３

（６）相談対応の方法

電話による相談対応は約９割の支援センターで、面接については約８割の支援センターが実施

している。

表６ 相談対応の方法

方 法 センター数 割合( )%
80.2ア．面接 １，０２３

91.3イ．電話 １，１６４

52.0ウ．ファクシミリ ６６３

7.1エ．ホームページ掲示板 ９０

33.1オ．電子メール ４２２

2.4ケ．その他 ３１
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（７）実施している業務内容

「団体等に対する情報の収集・提供 「地域における活動の場に関する情報収集」は、約８割」

の支援センターが実施。また 「関係資料の収集･整理」は約６割 「団体等へのアドバイスや学、 、

習相談 「機関紙等の作成･発行 「団体との連絡調整や情報の共有」については約５割の支援セ」 」

ンターが実施している。

表７ 実施している業務内容

業 務 内 容 センター数 割合( )%
83.9ア．団体等に関する情報の収集・提供 １，０７０

52.0イ．団体等へのアドバイスや学習相談 ６６３

79.6ウ．地域における活動の場に関する情報収集 １，０１５

39.7エ．新たな活動の場の開発 ５０６

32.7オ．活動の指導者等の人材育成 ４１７

43.8カ．各種プログラムの企画・提案・実施 ５５９

62.7キ．関係資料の収集・整理 ７９９

50.6ク．機関紙等の作成・発行 ６４５

18.6ケ．ホームページを活用した支援 ２３７

7.3コ．地域プラットフォームとしての場所の提供 ９３

23.6サ．地域住民がどのような活動に参加したいか ３０１

についてのニーズの把握

17.2シ．他都道府県との連絡調整や情報の共有 ２１９

49.6ス．団体と連絡調整や情報の共有 ６３３

40.2セ．他の機関や部局と連絡調整や情報の共有 ５１３

0.9ソ．国の総合推進センターと連絡調整 １２
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